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勘案しながら、行政サービス 3 を提供している。実際、地方自治法第 2 条では、「地方公共団体は、そ
の事務を処理するに当たっては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙

















































7 　 3 兆円の税源移譲（所得税から住民税）を得るために、補助金約 4 兆円と地方交付税約 5 兆円の合計約 9 兆円が削減され、
自治体からみたトータルバランスは、約 6 兆円のマイナスとなったとみられる。



























国全体で 900 兆円程度（名目 GDP 比で約 1.8 倍）に達する見込みである。
　第二は、地方分権の推進が挙げられる。1995 年度には地方分権推進法が可決されたことから、地















　　①調査地域　　　中四国 9 県と各県 3 市（人口上位３市）
　　②調査対象　　　中四国 9 県・27 市の企画担当者および財政担当者
　　③調査方法　　　郵送によるアンケート調査
　　④調査時期　　　2009 年 12 月
　　⑤サンプル数　　9 県（有効回答率 89％　有効回答数 8 件）
　　　　　　　　　　27 市（有効回答率 85％　有効回答数 23 件）















図 1　今後 5 年間の財政課題　（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「扶助費の増加」と「税収の減少」を挙げる団体が多い。また、10 項目すべて
に回答があった。
図 2　今後 5 年間の財政課題　（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「国の動向」、「税収の減少」、「地方財政計画の動向」で上位回答となった。四国
地域の多くの市は国の動向を重視している。
平　野　正　樹・谷　口　圭　三154
図 3　今後 5 年間の財政課題　（四国地域 9 市、団体数で表示）
②財政健全化の方策
　（中四国地域 8 県）　 「公債費の見直し」と「歳入確保対策」で約半数を占めている。「外郭団体」、「公
共事業」、「扶助費」の見直しについては回答がなかった。
図 4　財政健全化の方策（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「歳入確保対策」、「組織・内部管理経費の見直し」が上位回答であった。「扶助
費の見直し」については回答がなかった。
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図 5  財政健全化の方策（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「歳入確保対策」、「人件費の見直し」で約半数の回答となった。「扶助費」、「外郭
団体」の見直しについては、回答がなかった。































　優先的に予算配分された（減額幅が総じて小さかった）部局について、12 項目から最大 3 項目ま
で選択できる形で尋ねた。





図 7　予算配分の優先部局（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「保健福祉」が最も多く、続いて「教育」となっている。両分野で半数以上を占
める。「総務」については回答がなかった。
図 8　予算配分の優先部局（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「保健福祉」、「生活環境」、「教育」で回答の約 7 割を占めた。「総務」、「農林水産」
については回答がなかった。
平　野　正　樹・谷　口　圭　三158




　（中四国地域 8 県）　 「土木」、「農林水産」で半数を占めた。「企画振興」、「生活環境」、「産業労働」、
「教育」、「出先機関」については回答がなかった。
図 10　予算配分の減額部局（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「土木」、「総務」で約７割を占めた。「企画振興」、「保健福祉」、「出先機関」に
ついては回答がなかった。
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図 11　予算配分の減額部局（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「土木」と「農林水産」を合わせると７割を超えている。「企画振興」、「生活環境」、
「産業労働」、「教育」、「出先機関」については回答がなかった。




　（中四国地域 8 県）　 「広域高速交通網」、「防災防犯消防」、「地域環境」が上位回答。「上下水道」、「公
営住宅」については回答がなかった。
平　野　正　樹・谷　口　圭　三160
図 13　優先施策　－生活環境面－（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中四国地域 8 県）　 「子育て支援」、「救急医療」で約半数を占めている。「自治体病院」、「総合病院
（民間）」、「保健サービス」については回答がなかった。
図 14　優先施策　－医療福祉面－（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中四国地域 8 県）　 「スポーツ」、「義務教育」、「中等教育」、「高等教育」が優先されている。一方、
「幼児教育」、「生涯学習」、「コミュニティ」の項目には回答がなかった。
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図 15　優先施策　－教育文化面－（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中四国地域 8 県）　 「工業振興」、「企業誘致」を挙げる団体が多い。「商業」、「工業（地場）」、「林業」、
「漁業」の振興、「農商工連携」、「情報通信」には回答がなかった。
図 16　優先施策　－産業面－（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「ゴミ、リサイクル」、「防災防犯消防」が上位回答。また、「その他」を除く全
項目に回答があった。
平　野　正　樹・谷　口　圭　三162
図 17　優先施策　－生活環境面－（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「子育て支援」が群を抜いている。項目中、「自治体病院」のみ回答がなかった。
図 18　優先施策　－医療福祉面－（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「義務教育」が４割弱を占めている。「スポーツ」、「高等教育」については回答
がなかった。
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図 19　優先施策　－教育文化面－（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「観光振興」、「農業振興（ブランド戦略）」、「商業振興（中心市街地）」、「企業誘
致」の４項目で回答のほとんどを占める。「商業（その他）」、「工業（地場）」「林
業」には回答がなかった。
図 20　優先施策　－産業面－（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「防災防犯消防」、「ゴミ、リサイクル」を挙げる団体が多い。「公営住宅」につい
ては回答がなかった。
平　野　正　樹・谷　口　圭　三164
図 21　優先施策　－生活環境面－（四国地域 9 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「子育て支援」、「障害者」、「救急医療」が上位回答。「総合病院」、「高度医療」に
ついては回答がなかった。
図 22　優先施策　－医療福祉面－（四国地域 9 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「義務教育」が最大の優先施策となっている。無回答の項目が多く、「幼児教育」、
「中等教育」、「高等教育」、「スポーツ」の４項目にわたる。
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図 23　優先施策　－教育文化面－（四国地域 9 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「企業誘致」、「農業振興（ブランド）」、「観光振興」を挙げる団体が多い。半数の
６項目ついては回答がなかった。
図 24　優先施策　－産業面－（四国地域 9 市、団体数で表示）
⑦減額された施策
　予算配分上、減額された（減額幅が大きかった）施策について、４項目に分けて尋ねた。
　（中四国地域 8 県）　 「生活道路」と「広域高速交通網」を予算減額された施策としている。６項目
は無回答となっている。
平　野　正　樹・谷　口　圭　三166
図 25　減額施策　－生活環境面－（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中四国地域 8 県）　 「自治体病院」、「高齢者」、「保健サービス」、「その他」の４項目で全回答となっ
ている。残り５項目には回答がなかった。
図 26　減額施策　－医療福祉面－（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中四国地域 8 県）　 「生涯学習」、「スポーツ」、「コミュニティ」、「歴史・文化」を合わせた４項目
で全回答となっている。残り５項目には回答がなかった。
図 27　減額施策　－教育文化面－（中四国地域 8 県、団体数で表示）




図 28　減額施策　－産業面－（中四国地域 8 県、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「生活道路」、「上下水道」、「公共交通」を合わせた３項目で全回答となる。他の
６項目には回答はなかった。
図 29　減額施策　－生活環境面－（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「保健サービス」、「高度医療」、「救急医療」の３項目で全回答となっている。他
の項目には回答がなかった。
平　野　正　樹・谷　口　圭　三168
図 30　減額施策　－医療福祉面－（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「生涯学習」、「義務教育」、「高等教育」、「スポーツ」、「コミュニティ」の 5 項目
に回答があった。残る 4 項目には回答がなかった。
図 31　減額施策　－教育文化面－（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（中国地域 14 市）　 「農業（基盤整備）」、「林業」、「工業（地場）」、「企業誘致」、「農業（ブランド）」、
「漁業」の６項目に回答があった。農林漁業関連が減額施策の対象となっている。
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図 32　減額施策　－産業面－（中国地域 14 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「生活道路整備」が際立っている。「広域高速交通網」、「上下水道」、「公営住宅」、
「地球環境」の５項目で全回答となっている。４項目には回答がなかった。
図 33　減額施策　－生活環境面－（四国地域 9 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「救急医療」、「高齢者」、「その他」の３項目で全回答となっている。
平　野　正　樹・谷　口　圭　三170
図 34　減額施策　－医療福祉面－（四国地域 9 市、団体数で表示）
　（四国地域 9 市）　 「生涯学習」、「歴史・文化」、「スポーツ」、「コミュニティ」を合わせた４項目で
全回答となっている。教育関連の４項目は無回答となっている。
図 35　減額施策　－教育文化面－（四国地域 9 市、団体数で表示）









　図 37  今後の施策展開における優先度の高低（中四国地域 8 県）
　




























































































































































































スを提供することによって、住民の満足を最大にするという Best Value の考え方を重視したのであ
る。換言すれば、「同じサービスなら最少のコストで」「同じコストなら最大のアウトプットを」とい
う Value for Money を重視することである。その意味では、「最少の経費で最大の効果 18」と規定する
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